
障害者総合支援 

居宅介護重要事項説明書 

 

１ 当社が提供するサービスについての相談苦情窓口 

   電話  ０３－５９４７－２８７７ （受付時間：午前９：００～午後６：００） 

   管 理 責 任 者： 大柿 恵司      

   サービス提供責任者：            

※ ご不明な点は、なんでもおたずねください。 

 

２ 訪問介護事業所ひかりケアの概要 

 （１）提供できるサービスの種類と地域 

事業所名 訪問介護事業所ひかりケア 

所在地 

電話番号 

ＦＡＸ 

東京都練馬区大泉学園町１－３１－８メルヴェーユ大泉学園３０２ 

０３－５９４７－２８７７ 

０３－５９４７－２８７６ 

事業者番号 

 

その他のサービス 

障害者総合支援法事業 （１３１２００１５９５） 

 ・居宅介護 

地域生活支援事業   （１３６２００１６０２） 

 ・移動支援 

指定訪問介護事業   （１３７２００５６２７） 

サービスを提供する地域 練馬区（大泉学園町、東大泉、大泉町、南大泉、西大泉） 

 

（２）第三評価の実施の有無  無  

 

（３）事業所の職員体制 

 資 格 常勤 非常勤 業務内容 計 

管理責任者 
介護福祉士 1 名 0 名 従業員および業務の管理 1 名 

サービス提供責任者 介護福祉士 2 名 0 名 
業務の管理 

（管理者兼務１名） 
2 名 

従事者 

介護福祉士 1 名 9 名 

業務の管理及び 

訪問介護 

10 名 

実務者研修修了者 0 名  1 名 1 名 

初任者研修修了者 1 名 1 名 1 名 

２級修了者 0 名 2 名 2 名 

 

 

 

 



(４） サービスの提供時間帯 

 通常時間帯 

８：００～１８：００ 

早朝 

６：００～８：００ 

夜間 

１８：００～２２：００ 

備考 

平日・ 

土・祝 
○ ○ ○  

  ※時間帯により料金がことなります。 

 休業日 日曜日    

     （１２月３０日～１月３日） 

 

３ サービスの主たる対象者について 

 （１）身体介護 

身
体
介
護 

食事介助 食事介助を行います。 

排泄介助 排泄介助、オムツ交換を行います。 

入浴介助・清拭 衣服着脱、入浴の介助や清拭、洗髪などを行います。 

その他 
褥瘡防止等のために体位変換や歯磨き等の日常生活を営むために 

必要な身体介護を行います。 

 

（２）家事援助 

家
事
援
助 

調理 利用者の食事の用意を行います。 

洗濯 利用者の衣類等の洗濯を行います。 

掃除 利用者の居室の掃除や整理整頓を行います。 

その他 利用者の日常生活に必要な物品の買い物を行います。 

 

（３）通院等介助 

通院等介助 通院等又官公署並びに相談支援事業所への移動（公的手続き又は障害福祉サ

ービスの利用に係る相談のために利用する場合に限る）のための屋内外にお

ける移動等の介助又は通院先での受診等の手続き、移動等の介助を行います。 

 

（４）その他 

その他 生活等に関する相談や助言をいたします。 

 

（５）提供するサービスの内容 

曜日 時間帯 回数 内容 

月    

火    

水    

木        居宅介護計画書参照 

金    

土    

日    



４ 利用料金 

 （１） 介護給付費支給対象サービス利用者負担額 

   サービスに要した費用の原則１割。（月額負担上限額については、各区市町村が定めた額） 

【お支払料金の目安】 

(居宅介護) 

サービスの

種 類 
内容 基本料金 自己負担分（１割） 

身体介護/ 

通院等介助 

（身体介護

を伴う） 

３０分未満 ２，８６７円 ２８７円 

３０分以上１時間未満 ４，５２４円 ４５３円 

１時間以上１時間３０分 ６，５７４円 ６５８円 

１時間３０分以上２時間未満 ７，４９２円 ７５０円 

２時間以上２時間３０分未満 ８，４４４円 ８４５円 

２時間３０分以上３時間未満 ９，３７４円 ９３８円 

３時間以上 １０，３１５円 １，０３２円 

以降３０分を増すごとに ９２９円 ９３円 

家事援助 

３０分未満 １，１８７円 １１９円 

３０分以上４５分未満 １，７１３円 １７２円 

４５分以上１時間未満 ２，２０６円 ２２１円 

１時間以上１時間１５分未満 ２，６７６円 ２６８円 

１時間１５分以上１時間３０未満 ３，０８０円 ３０８円 

１時間３０分以上 ３，４８３円 ３４９円 

以降１５分を増すごとに ３９２円 ４０円 

※上記のご利用料金は午前８時～午後６時です。 

 早朝（午前６時～午前８時）・夜間（午後６時～午後１０時）帯は２５％増し、 

深夜（午後１０～午前６時）帯は５０％増しになります。 

※初回加算：２，２４０円 

 ①新規に居宅介護計画書を作成しサービス提供責任者が居宅介護サービスを行う場合又は訪問介護員

等が居宅介護サービスを行う際に同行訪問した場合。 

②ご利用者様が過去２ヶ月間、当該訪問介護事業所から居宅介護サービスの提供を受けていない場合。 

※利用者負担上限管理加算：１，６８０円 

  利用者の依頼により、利用者及びその世帯としての上限額を超えて事業者が利用者負担額を徴収し

ないよう、利用者負担額の徴収方法の管理を行った場合は、加算されます。 

※福祉・介護職員処遇改善加算Ⅰ・・・（令和６年５月３１日まで） 

（総単位数にサービス別の加算率を乗じた単位数を加算）居宅介護：２７．４％ 

※福祉・介護職員等特定処遇改善加算Ⅱ・・・（令和６年５月３１日まで） 

（総単位数にサービス別の加算率を乗じた単位数を加算）居宅介護：５．５％ 



※介護職員等ベースアップ等支援加算・・・（令和６年５月３１日まで） 

（総単位数にサービス別の加算率を乗じた単位数を加算）居宅介護：４．５% 

※福祉・介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）・・・（令和６年６月１日より算定） 

（総単位数にサービス別の加算率を乗じた単位数を加算）居宅介護：４０．２％ 

  介護職員の処遇改善をするために賃金改善や資質の向上等の取り組みを行う場合の加算 

※情報公表未報告減算：所定単位数の５%を減算 

  情報公表(障害福祉サービス等情報公表システム)に係る報告がされていない場合。 

※業務継続計画未策定減算：所定単位数の１%を減算（令和７年４月１日より算定） 

感染症もしくは災害のいずれかまたは両方の業務継続計画が策定されていない場合。 

※虐待防止措置未実施減算：所定単位数の１%を減算 

虐待の発生またはその再発を防止するための措置が講じられていない場合。 

※身体拘束の適正化：所定単位数の１%を減算 

  身体拘束適正化の措置が講じられていない場合。 

 

※やむを得ない事情で、かつ、ご利用者又はご家族等の同意を得て、２人で訪問した場合は、２人分の 

 ご利用料金となります。 

 ※事業者が利用者に代わり区市町村から受領した介護給付費の額については利用者に通知します。 

（２）その他の料金 

交通費 サービス中のヘルパーの交通費は実費をいただきます。 

施設利用料 サービス中のヘルパーの施設利用料金は実費をいただきます。 

 

（３）交通費 

    上記２で示した「サービス地域におけるサービス利用については、交通費は無料です。 

    それ以外の地域へのサービス提供につきましては、当事業者の従業者がお伺いするための 

    交通費の実費をいただきます。 

 

 （４）キャンセル料 

    急なキャンセルの場合は、下記の料金をいただきます。 

    キャンセルが必要となった場合は、至急ご連絡下さい。 

連絡先 ＴＥＬ ０３－５９４７－２８７７ 

ご利用前日午後 6 時までにご連絡いただいた場合 無料 

ご利用当日 １，１００円（消費税含む） 

ご連絡頂かなかった場合 １，１００円（消費税含む）＋ 交通費（実費） 

（５）その他 

    ①利用者のお住まいでサービスを提供するために必要となる水道、ガス、電気、電話等の 

    費用は、利用者にご負担いただきます。 

 

②トラブル防止の為、サービス中の金銭や貴重品の管理につきましては、ご本人様、またはご家族

様で管理をお願い致します。尚、紛失につきましては一切の責任を負いかねます。 

 



 （６）支払方法 

    上記利用料金の支払いは、１カ月ごとに計算し翌月１２日までにご請求を致しますので、 

    月末までにお支払いください。 

    お支払いは、銀行自動引き落としでお願い致します。 

    （毎月２７日引落です。土曜日曜祝日の場合は翌営業日） 

 

５ サービスの利用方法 

 （１）サービスの利用開始 

   ①居宅介護について介護給付費支給決定を受けた方で、当事業者のサービス利用を希望される方

は、電話等でご連絡ください。当事業者のサービス提供に係る重要事項についてご説明します。 

   ②サービス利用が決定した場合は契約を締結し、居宅介護計画を作成して、サービスの提供を開

始します。契約の有効期間は介護給付費支給期間と同じです。ただし、引き続き支給決定を受

け、利用者から契約終了の申し出がない場合は、自動的に更新されるものとします。 

   ③居宅介護の提供に当たっては、適切なサービスを提供するために、利用者の心身の状況や生活

環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等を把握させていただきます。 

 （２）サービスの終了 

   ①利用者が当事業者に対し１週間の予告期間をおいて文書で通知を行った場合は、この契約を 

    解除することができます。ただし、利用者の病変、急な入院などやむを得ない事情がある 

場合は、予告期間内の通知でも契約解除することができます。 

   ②当事業者が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場合、利用者や 

ご家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合、または当事業者が破産した場合、 

利用者は文書で通知することにより直ちにこの契約を解除することができます。 

   ③利用者がサービス利用料金の支払いを２か月以上遅延し、料金を支払うよう催告したにも 

    かかわらず、２週間以内にお支払いいただけない場合、サービス提供を終了させていただく 

ことがあります。 

   ④当事業所を閉鎖または縮小する場合などやむを得ない事情がある場合、契約を解除し、 

サービス提供を終了させていただくことがあります。この場合、契約を解除する日の 

３０日前までに文書で通知します。 

 （３）契約の自動終了 

    次の場合は、連絡がなくとも契約は自動的に終了します。 

① 利用者が施設に入所した場合 

② 居宅介護の介護給付費支給期間が終了し、その後支給決定が 

ない場合（所定の期間の経過をもって終了します。） 

③ 利用者が亡くなった場合 

 

６ 災害時等 

災害時等に付きましてはやむを得ない事情により、居宅介護のサービス提供ができない場合がございま

す。 

 

 



７ 損害賠償 

   当社は、事業者、介護支援専門員又は従業員の故意過失により、居宅介護支援の提供にあたり、利用者

の生命・身体・財産に損害を発生させて場合は、法律上の損害賠償額を賠償します。なお、当社は、以

下の損害賠償保険に加入しております。 

     ・保険会社名  あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

     ・保険内容   賠償責任保険 

 

８ 当社からの解約 

   当社は、以下の場合、利用者またはその家族等に対する再三の申し入れにも関わらず改善の見込みなく

居宅介護支援契約の目的を達するのが著しく困難になった場合は直ちに直ちに契約を解約いたします。 

① 利用者またはその家族等が、事業者、管理責任者、サービス提供責任者、居宅介護員、従業員等

に対して、契約で定めたサービス内容以外のサービスを求めた場合 

② 利用者またはその家族等が、事業者、管理責任者、サービス提供責任者、居宅介護員、従業員等

に対して、暴言、暴力等威圧的な言動を行った場合 

③ 利用者または家族等が、事業者、管理責任者、サービス提供責任者、居宅介護員、従業員等に対

して、故意に法令違反等常識に逸脱する行為を行った場合 

 

９ 緊急時の対応方法 

  サービス提供中に利用者の容態に急変があった場合は主治医に連絡する等必要な処置を講ずる 

  ほか、ご家族が不在の場合等、必要に応じて下記の緊急連絡先へ速やかにご連絡します。 

  【主治医】 

医療機関名  

住所  

電話番号  

主治医氏名  

   

【ご家族等緊急連絡先】 

氏名  

住所  

電話番号  

続柄  

 

 

１０ 虐待の防止について 

   事業者は利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

（１）虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 大柿 恵司 

（２）虐待防止に関する指針を整備しています。 

（３）成年後見制度の利用を支援します。 

（４）苦情解決体制を整備しています。 



（５）従業員に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施しています。 

（６）虐待防止委員会を定期的に開催し、委員会での検討結果を従業員に周知徹底します。 

（７）サービス提供中に、当該事業所従業員又は擁護者（現に養護している家族・親族・同居人等）

による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを区市町村に通報しま

す。 

 

１１ 身体拘束について 

   事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害の恐れがある場合など、

利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられるときは、利用者に対して説明

し同意を得た上で次に掲げることに留意して、必要最小限の範囲内で行う事があります。その場合は、

身体拘束を行った日時、理由及び態様等についての記録を行います。又事業者として、身体拘束をなく

していくための取り組みを積極的に行い身体拘束に関する責任者を選定しています。 

身体拘束に関する責任者 大柿 恵司 

（１）緊急性……直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体に危険が及ぶ

ことが考えられる場合に限ります。 

（２）非代替性…身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことを防

止する事が出来ない場合に限ります。 

（３）一時性……利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった場合は、

直ちに身体拘束を解きます。 

 

１２ 衛生管理等 

 （１）指定訪問介護の用に供する物品、その他車両を含む設備等について、衛生的な管理に努め又は衛生上

必要な措置を講じ、又責任者を選定しています。 

感染対策に関する責任者 大柿 恵司 

 （２）指定訪問介護事業所において感染症が発生し、またはまん延しない様に必要な措置を講じます。 

 （３）必要に応じて保健所等の助言、指導を求めるとともに常に密接な連携に努めます。 

 （４）事業所において感染症が発生し、またはまん延しない様に次に掲げる措置を講じます。 

    ①事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会を概ね年に１回程度

開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底しています。 

    ②事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

④ 従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

 

１３ 業務継続に向けた取組の強化について 

（１）業務継続計画に関する責任者を選定しています 

業務継続計画に関する責任者 大柿 恵司 

（２）感染症等や非常災害の発生時について、利用者に対する指定訪問介護の提供を継続的に実施するため

の、および非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続

計画に従って必要な措置を講じます。 

（３）従業者に対し、業務継続計画につて周知するとともに、必要な研修を定期的に実施します。 

 



  

 

１４ ハラスメント対策の強化（ハラスメント指針別紙参照） 

男女雇用機会均等法等におけるハラスメント対策に関する事業者の責務を踏まえつつ、職場におけ

るハラスメントの内容等を、従業員に周知・啓発します。また、相談や苦情に応じ適切に対応する

ための窓口を定め、ハラスメント対策を行います。 

ハラスメントに関する責任者 大柿 恵司 

 

１５ この契約に関する苦情・相談窓口 

  当事業所ご利用相談・苦情窓口 

担当者 訪問介護事業所ひかりケア サービス提供責任者 

電話番号 ０３－５９４７－２８７７ 

受付時間 月～金曜日 午前９：００～午後６：００ 

 当事業所以外に、区市町村の相談・苦情窓口等でも受け付けています。 

担当部署 練馬区保健福祉サービス苦情調整委員事務局 

電話番号 ０３－３９９３－１３４４ 

受付時間 月～金 ８：３０～１７：１５（祝休日除く） 

また、東京都社会福祉協議会に設置された「福祉サービス運営適正化委員会」においても 

  区市町村や都と連携しながら苦情対応を行っています。 

担当部署 東京都社会福祉協議会 福祉サービス運営適正化委員会事務局 

電話番号 ０３－５２８３－７０２０ 

受付時間 月～金曜日 １０：００～１６：００（祝休日除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 



障害者総合支援法契約書 

（居宅介護） 

 

       様（以下、「利用者」といいます。）株式会社ひかりケア（以下、「事業者」と 

いいます。）は、事業者が利用者に対して行う居宅介護について、次のとおり契約します。 

 

第１条 （契約の目的） 

事業者は、利用者に対し、障害者総合支援法の趣旨にしたがって、利用者が可能な限り 

その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう居宅 

介護を提供し、利用者は、事業者に対し、そのサービスに対する料金を支払います。 

 

第２条（契約期間） 

 １ この契約の期間は、令和  年  月  日から利用者の介護給付費支給期間満了日までとしま

す。 

 ２ 契約満了日の２週間前までに、利用者から事業者に対して、文書により契約終了の申し出がない

場合、かつ利用者の介護給付費支給期間終了後に改めて支給決定された場合、契約は更新される

ものとします。 

 

第３条（居宅介護計画） 

 １ サービス提供責任者は、利用者について、解決すべき課題を把握し、利用者の日常生活 

全般の状況及び希望を踏まえたうえで、（居宅介護）サービスの目標、担当する従業者の氏名、従

業者が提供するサービスの具体的内容、所要時間、日程等を盛り込んだ（居宅介護）計画を、本

契約締結の日から 30 日以内に作成します。 

 ２ （居宅介護）計画については、１年に１度定期的に見直すほか、 

必要に応じて見直します。 

 ３ （居宅介護）計画の作成及び変更に際しては、その内容を利用者及びその同居の家族に説明しま

す。 

 

第４条 （居宅介護サービスの内容） 

 １ 事業者は、サービス従業者を利用者の居宅に派遣し、第３条に定めた居宅介護計画に 

沿って、居宅介護サービスを提供します。 

 ２ 利用者が利用できるサービスの内容は、【居宅介護重要事項説明書】のとおりです。 

事業者は【居宅介護重要事項説明書】に定めた内容について、利用者及びその家族に説明します。 

 ３ 居宅介護計画が利用者との合意をもって変更されて、もしくは介護給付費の支給決定内容が変更

されて、事業者が提供するサービスの内容が変更となる場合は、利用者の了承を得て新たな内容の

【居宅介護重要事項説明書】を作成し、それをもって居宅介護サービスの内容とします。 

第５条（介護給付費支給申請に係る援助） 

  事業者は、利用者が介護給付費支給期間終了に伴う介護給付費支給申請を円滑に行えるよう、 

  利用者を援助します。 

 



第６条（サービス提供の記録） 

 １ 事業者は、毎回のサービス終了時に、利用者から書面によりサービス提供の確認を 

受けます。 

 ２ 事業者は、居宅介護の提供に関する諸記録を作成し、契約終了後５年間保存します。 

 ３ 利用者は、事業者の営業時間内にその事業所において、当該利用者に関する２項の 

諸記録を閲覧できます。 

 ４利用者は、当該利用者に関する２項の諸記録の複写物の交付を受けることができます。 

 

第７条（料金） 

 １ 利用者は、サービスの対価として【居宅介護重要事項説明書】に定める料金をもとに計算された

月ごとの合計金額を支払います。 

 ２ 事業者は、当月の料金の合計額の請求書に明細書を付して、翌月１２日までに利用者に 

   通知します。 

 ３ 利用者は、当月の料金の合計額を翌月の２７日までに銀行自動引き落とし又は郵便振込みのいず

れかの方法にて支払います。 

 ４ 事業者は、利用者から料金の支払いを受けたときは、利用者に領収書を発行します。 

 ５ 利用者は、従業者が居宅においてサービス実施のために使用する水道、ガス、電気、 

電話の費用を負担します。 

 

第８条（サービス中止） 

 １ 利用者は、事業者に対して、サービス提供の前日午後６時までに通知することにより、 

   料金を負担することなくサービス利用を中止することができる。 

 ２ 利用者がサービス実施の２４時間前までに通知することなく、サービス利用を中止する 

場合は、事業者は、利用者に対して【居宅介護重要事項説明書】に定める計算方法により料金を

請求することができます。 

 

第９条（相談・苦情） 

 １ 事業者は、利用者から相談、苦情等に対応する窓口を設置し、この契約に関する利用者の 

   要望、苦情等に対し、利用者の立場に立って、誠実かつ迅速に対応し、改善に努めます。 

   なお、苦情の申立てによって、利用者が不利益な対応を受けることは一切ありません。 

 ２ 次の事由に該当する場合は、利用者は事業者に対し、改善及び改善結果の報告を求める 

   ことができます。 

   ① 事業者が正当な理由なくサービスを提供しない場合 

②  事業者が守秘義務に反した場合 

③  事業者が利用者やその家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合 

 

第１０条（契約の終了） 

 １ 利用者は、事業者に対して、１週間の予告期間をおいて文書で通知することにより、 

   この契約を解除することができます。ただし、利用者の病変、急な入院などやむを得ない 

   事情がある場合は、予告期間内の通知でも契約を解除することができます。 



 ２ 前項の規定にかかわらず、第９条第２項に規定する事由に該当した場合及び事業者が 

   破産した場合は、利用者は文書で通知することにより直ちにこの契約を解除することが 

   できます。 

 ３ 事業者は、事業所の廃止・縮小等、やむを得ない事情がある場合、利用者に対して、 

３０日間の予告期間をおいて、理由を示した文書で通知することにより、この契約を 

解除することができます。 

 ４ 事業者は、次の事由に該当した場合は文書で通知することにより、直ちにこの契約を解除 

   することができます。 

① 利用者のサービス利用料金の支払いが正当な理由なく２ヶ月以上遅延し、料金を 

支払うよう催告したにもかかわらず、２週間以内に支払われない場合 

② 利用者またはその家族等が故意に法令違反その他著しく常識を逸脱する行為をなし、事業者の 

  再三の申し入れにも関わらず改善の見込みがなく、この訪問介護契約の目的を達することが著し 

く困難となった時は、文章で通知する事により、２週間以上の予告期間をもってこの契約を解約 

する事ができます。 

 ５ 利用者の居宅介護についての介護給付費の支給決定が取り消された場合、もしくは介護給付費支

給期間終了に伴い介護給付費支給申請を行った結果、不支給となった場合、所定の期間の経過を

もってこの契約は終了します。ただし、利用者の転居に伴い支給決定が取り消された後に、引き

続き転入先の区市町村で支給決定された場合は、必要に応じて契約変更で対応することができる

こととします。 

 ６ 次の事由に該当した場合は、この契約は自動的に終了します。 

  ① 利用者が施設に入所した場合  

  ② 利用者が死亡した場合 

 

第１１条（秘密保持） 

 １ 事業者及びその従業者は、サービス提供をするうえで知り得た利用者及びその家族に 

関する秘密を、正当な理由なく他の事業者及び第三者に漏らしません。 

   この守秘義務は契約終了後もどうようです。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、サービスの質の向上を目的とした第三者評価機関による審査の 

   ために、事業者が利用者の個人情報を用いることに、利用者は同意します。 

第１２条（賠償責任） 

  事業者は、サービスの提供にともなって、事業者の責めに帰すべき事由により利用者の生命・ 

  身体・財産に損害を及ぼした場合は、利用者に対してその損害を賠償します。 

 

第１３条（緊急時の対処） 

  事業者は、現に居宅介護の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合その他 

  必要な場合は、速やかに医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じます。 

第１４条（身分証携行義務） 

  従業者は常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者または利用者の家族から提示を 

もとめられたときは、いつでも身分証を提示します。 

 



第１５条（連携） 

 １ 事業者は、居宅介護の提供に当たっては、他の指定居宅介護事業者その他保険医療サービス又は

福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めます。 

 ２ 事業者は、居宅介護の提供終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとと

もに、保険医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めます。 

 

第１６条（本契約に定めのない事項） 

 １ 利用者及び事業者は、信義誠実をもってこの契約を履行するものとします。 

 ２ この契約に定めのない事項については、障害者総合支援法令その他諸法令の定めるところに 

   従い、双方が誠意を持って協議のうえ定めます。 

 

第１７条（裁判管轄） 

  この契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者及び事業者は利用者の住所地を 

  管轄する裁判所を第一審新管轄裁判所とすることを予め合意します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



個人情報取り扱いに関する方針兼同意書 

（ご本人及びご家族等） 

 

 当事業所は、福祉事業者としての社会的責任及び個人情報の重要性に鑑み、厚生労働省「医療・介護関連事

業における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」（以下、「ガイドライン」という。）に基づき、個

人情報の取扱いに関する基本的な指針を定めます。 

 

 １ 個人情報保護方針 

 （１） 社会福祉事業の社会的責任を考慮し、守秘義務を遵守するとともに、適切な個人情報の収集、 

   利用及び提供を定めた社内規則を整備し、これを遵守します。 

 （２）情報の取得に関しては、利用者のプライバシー保護に努め、自尊心を傷つけたり、羞恥心を 

   感じさせたりしないよう最善の方法を尽くします。 

 （３）個人情報の紛失、破壊、改ざん及び漏えいなどに関して、予防措置を講ずるとともに、万一 

 の発生時には速やかな是正対策を実施します。 

 （４）個人情報に関する法令、ガイドライン、その他の規範を遵守します。 

 （５）個人情報管理仕組みを継続的に改善します。 

 

 ２ 個人情報の利用目的 

   当事業所は、取得したご利用者及びご家族の個人情報を、業務の遂行に必要な範囲内において、 

  予めご本人及びご家族の同意を得た上で、以下の利用目的のために利用します。 

  （１）介護保険制度及び障害者総合支援制度等による次のサービスの提供する為に必要な業務 

     訪問介護計画書・介護予防計画書・居宅介護計画書・アセスメント・モニタリング 

  （２）ご利用者に介護サービスを提供するための連絡 

  （３）介護サービスを円滑に提供するため居宅サービス事業所及び医療機関の連携 

     サービス担当者会議（照会含む）・入院等・退院等 

  （４）ご利用者等に係る運営管理業務 

  （５）ご利用者に病状の急変が生じた場合の主治医への連絡 

  （６）介護事故等の報告 

  （７）サービス利用の給付に関する業務 

  （８）審査支払機関へのレセプトの提出 

  （９）審査支払機関又は保険者からの照会への回答 

 （１０）行政機関（介護保険課、福祉事務所等）への相談、報告 

 （１１）損害賠償保険に係る保険会社への相談又は届出等 

 （１２）監査機関（東京都福祉局指導監査部等、練馬区、指導検査担当課等）への相談、報告 

 （１３）事故発生時の区市町村又は地域包括支援センターへの連絡 

 

 

 



３ 個人情報の適正管理 

  当事業所は、取り扱う個人データの漏えい、滅失またはき損の防止その他の個人情報の安全管理の 

 ため、安全管理に関する取扱規定等の整備及び実施体制の整備等、十分なセキュリティ対策を講じる 

 とともに、利用目的の達成に必要とされる正確性・最新性を確保するために適切な措置を講じています。 

 

４ 個人情報の第三者への提供 

  当事業所は、以下の場合を除き、個人データをご本人の同意もなく第三者に提供しません。 

① ご本人の同意を得ている場合 

② 障害者総合支援法に基づく不正受給者の区市町村への通知 

③ 障害者総合支援法に基づく障害者虐待の通報 

④ 児童虐待 防止法に基づく児童虐待の通報 

⑤ 刑事訴訟法、税法等に基づく捜査または取り調べに対する回答 

⑥ 地方公共団体による当事業所への指導監査、報告命令、情報提供依頼に対する回答 

⑦ 人の生命、身体及び財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難 

    なとき 

⑧ 公衆衛生の向上のために特に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難な場合 

⑨ 介護サービスの安全性の向上のための、サービス提供中に発生した事故等に関する地方公共団体 

への報告及び情報提供 

 

５ 当事業所に対するご照会 

  当事業所は、個人情報の取扱いについて下記窓口を設置し、ご利用者及びご家族からの問い合わせ、 

 苦情、照会、訂正、停止等の申し出に応じます。 

 

  《個人情報の取扱いに関する窓口》 

 事業所  東京都練馬区大泉学園町１丁目３１番８号 メルヴェ－ユ大泉学園 ３０２号室 

      訪問介護事業所 ひかりケア 

      個人情報取扱責任者 大柿 恵司 

      ＴＥＬ ０３－５９４７－２８７７ 

      ＦＡＸ ０３－５９４７－２８７６ 

     （受付時間：月曜日～金曜日  午前９時～午後１８時） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（重要事項説明書別紙） 

 

介護現場におけるハラスメント指針 

 

職員の尊厳と適切な労働条件を維持していくため、利用者及び家族（以下「利用者等」といいます）によって

職員に対し、以下の表またはそれに相当するハラスメント行為が行われ、その事実が確認された場合、事業者

は利用者等に対し以下の通りの対応を取ります。 

 

１．ハラスメント行為について 

１）身体的暴力 

身体的な力を使って危害を及ぼす行為。（職員が回避したため危害を免れたケースを含む） 

例：〇コップを投げつける 

  〇蹴られる 

  〇手を払いのけられる 

〇叩かれる 

〇手をひっかく、つねる 

〇首を絞める 

〇唾を吐く 

〇服を引きちぎる 

〇お茶籐を掛ける 等 

   

２）精神的暴力 

 個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為。 

例：〇大声を発する 

  〇怒鳴る 

  〇職員への差別的発言 

  〇威圧的な態度で文句を繰り返す 

  〇刃物をちらつかせる 

  〇「この程度できて当然」と理不尽な 

   サービスを要求する 

〇職員の説明等に耳を傾けず、理不尽な主張 

 や要求する 

〇謝罪、土下座、正座等の強要 

〇契約内容以外のサービスの強要 

〇職員に対しての嫌がらせ 

 

３）セクシャルハラスメント 

意に添わない性的誘いかけ、好意的態度の要求等、性的な嫌ないやがらせ行為。 

例：〇必要もなく手や腕、体を触る 

  〇必要もなく職員の体を抱きしめる 

  〇性的画像・映像を見せる 

  〇卑劣な言動を繰り返す 

〇無関係に下半身を露出する 

〇職員の衣類の中に手を入れる 等 

 

４）次の場合は「ハラスメント」に該当しないため留意します。 

〇認知症等の病気または障害の症状として現れた言動。 

・認知症の行動症状（暴力、暴言、俳諧、拒絶、不滅行為等）・心理症状（抑うつ、不安、幻覚、妄

想、睡眠障害等）のこと。 

・病気又は障害に起因する暴言・暴力であっても、職員の安全に配慮する必要があることには変わり

がありません。事前の情報収集等（医師の評価等）を行い、事業所として、医師、行政等と連携する

等による適切なケアを提供します。 



２．事業所の対応 

  〇事実確認・調査 

   当事業所では、職員の相談窓口を設置しています。上記のような行為の疑いがある場合、速やかに状況

確認、聞き取り調査を実施し、事実を確認した上で、次の対応を実施します。 

 

（１） サービスの停止・担当者変更 

ハラスメント行為を確認した際は、サービスの停止、相談業務の停止、担当者の変更等、対応さ

せていただく場合があります。 

（２） 契約の終了 

内容が悪質な場合は、契約書第９条第２項に基づき、契約を終了することができます。 

（３） 公共施設への連絡 

必要に応じ、警察、管轄行政機関等への報告する場合があります。 

 

３．ハラスメント防止への取組み 

（１） 職員への教育 

ハラスメントを防止するために、職員に対し次の研修・教育を実施します。 

① 本方針の理解 

② 契約範囲以外サービスを提供しないことの理解 

③ サービスマナー・虐待防止・コミュニケーション技術の向上 

 

（２） 再発防止 

法人はハラスメントが発生した場合は、速やかに再発防止に取り組みます。 

 

 

                                以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ＳＮＳの利用に関する誓約書 

 

私は、貴社が運営するサービス（訪問介護・居宅介護支援・訪問看護）（以下「本サービス」といいます。）

を利用するに際して、下記で定める事項を遵守することを誓約します。 

記 

１ 目的 

  本誓約書は、本サービスの利用者及び利用者の家族や友人その他利用者に関係する者（以下「利用者等」

といいます。）が、インターネットサイト、掲示板サイト、Facebook、Line 、Twitter、その他の投稿サイ

ト及び全てのソーシャルネットワークサービスサイト（以下「SNS 等」といいます。）を利用するに際して、

貴社の企業情報の漏えいの防止や個人のプライバシー保護を目的とするものです。 

 

２ 遵守事項 

(1) 利用者等が SNS 等を利用する場合、以下の各号に関する記載・投稿はできません。 

① 貴社の企業秘密 

② 貴社の従業員のプライバシーや肖像に関する情報 

③ 当該 SNS 等の利用者等以外の利用者等のプライバシーや肖像に関する情報 

④ 公序良俗に反する内容 

⑤ その他 SNS 等に記載・投稿することが不適切と認められる内容 

(2) 利用者等は SNS 等の利用において、本項に違反して、第三者からクレーム等があった場合には直ちに貴

社に連絡をするものとします。 

 

３ SNS 等の利用に関する注意点 

  SNS 等の利用によって、法律上の責任を問われる可能性があることや SNS 等によって公開された内容は不

特定多数の者が閲覧可能であること、一度公開された情報を完全に削除することは極めて困難であること、

その内容の真偽を問わず与える影響が大きいこと等に鑑み、利用者等は、SNS 等の利用に際しては、自覚と

責任をもつものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

障害者総合支援サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項説明書・契約書・個人情報取

り扱いに関する方針・SNS の利用に関する誓約書の説明を行いました。 

  

 

  事業者 

   【事業者】 訪問介護事業所ひかりケア 

   【所在地】 東京都練馬区大泉学園町１－３１－８メルヴェーユ大泉学園３０２ 

【代表者】 大柿 恵司  

 

【管理者】 大柿 恵司           

 

   【説明者】 サービス提供責任者                

   

 

 

 私は、本書面により事業者から重要事項説明書・契約書・個人情報取り扱いに関する方針・ 

SNS の利用に関する誓約書の説明を受け、サービスの提供開始に同意します。 

 

 令和  年  月  日 

 

      （利用者） 

        【住 所】                      

 

        【氏 名】                      

    

   （利用者の代理人） 

        【住 所】                      

 

        【氏 名】                      

 

   （利用者の家族代表者等） 

        【住 所】                      

 

        【氏 名】                      

 
 

 


